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１ ． 当 期 の 事 業 の 概 況 

 

当事業年度におけるわが国経済は、緩やかながら回復傾向が続いていましたが、急激な

円高の進行や資源高に加え、事業年度末に発生した東日本大震災の影響により、本格的な

回復には至らないまま推移しました。 

情報通信市場では、設備競争を通じた世界最高水準のブロードバンド環境が整備される

とともに、お客様のニーズに対応したサービス競争がますます進展しています。固定通信

分野では、光ブロードバンドサービスの普及に伴い、これを活用した映像サービスなどの

新たな市場が立ち上がっており、移動通信分野では、モバイルデータ通信のブロードバン

ド化が進み、スマートフォン、タブレット型端末などの多様な端末が登場しています。ま

た、ＩＰ化に伴う固定と移動、通信と放送などのサービスの融合、あるいはＩＣＴ（情報

通信技術）の利活用による様々な新事業の創出など、ブロードバンド化・ユビキタス（※1）

化の進展に伴い、激しい変化と発展が続いています。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境のもと、お客様のご期待に沿い、真に

世の中のお役に立てる「お客様志向の企業グループ」として、良質かつ安定的なユニバー

サルサービスの提供・維持に努めるとともに、平成 20 年 5 月に日本電信電話株式会社が策

定したＮＴＴグループの新たな中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」の実現

に向け、ＮＧＮ（※2）の構築とそのネットワークを活用した新しいサービス・商品提供を

通じて、お客様のニーズにあった安心・安全で信頼性の高い魅力的なブロードバンド・ユ

ビキタスサービスの普及・拡大に積極的に努めてきました。 

 

〈1〉光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

ＮＴＴグループ中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」の具現化に向け、お

客様が“より快適で安心・安全”に、“いつでもどこでも何にでも”つながるブロードバン

ド・ユビキタスネットワーク環境の実現を目指して取り組んでいくなか、サービス提供開

始から 10 年を迎えた「フレッツ光」（※3）は、契約数 650 万回線を突破し、そのうち、Ｎ

ＧＮならではの多彩なサービスが利用可能な「フレッツ 光ネクスト」の契約数は、2割を

超える 160 万回線を突破いたしました。それに加えて、法人向けひかり電話が株式会社Ｊ．

Ｄ．パワー アジア・パシフィックによる「法人向けＩＰ電話・直収電話サービス顧客満足

度調査」において第 1位を獲得するなど、「フレッツ光」は様々な用途に利用の場を広げな

がら、暮らしやビジネスを支えるサービスとして個人のお客様から企業のお客様まで幅広

いお客様からご支持をいただき、発展・成長を遂げてまいりました。 

「フレッツ 光ネクスト」には、新たに、最大通信速度が 200Ｍｂｐｓとなるハイスピー

ドタイプ、最大通信速度が概ね 1Ｇｂｐｓとなるエクスプレスタイプを提供開始したほか、

ひかり電話に関しても、「０ＡＢ～Ｊ番号」を利用した帯域確保型データ通信が可能なサー

ビス「データコネクト」や大容量・多チャネルのセンタ拠点向け光ＩＰ電話サービス「ひ

かり電話ナンバーゲート」の提供開始などサービス拡充に取り組みました。 

「フレッツ光」の利用拡大に向けて、月額利用料や工事費等の各種割引施策や「ＣＬＵ

Ｂ ＮＴＴ‐Ｗｅｓｔ」（※4）ポイントプログラムのリニューアルを図ったほか、「フレッ

ツ・テレビ」（※5）の更なる提供エリア拡大、「フレッツ・テレビ 建物一括契約プラン」の

提供開始、株式会社愛媛ＣＡＴＶ様との協業など、更なる映像系サービスの拡充に取り組

みました。 
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そのほか、ネットワークですべての機器、すべての人をつなぎ、「デジタル技術の進歩が、

すべての人に役立つ社会」の実現を目指す「家デジ（家まるごとデジタル化）」構想を打ち

出し、情報機器の「光ＬＩＮＫ（リンク）」シリーズとして、パソコンを介さずＵＳＢ機器

を接続するだけでクラウドサービスが利用可能なデバイスサーバー「Ｎ‐ＴＲＡＮＳＦＥ

Ｒ」の販売や、パナソニック電工株式会社様との協業によるホームＩＣＴ（※6）に関する

フィールドトライアルの実施、西日本システム建設株式会社様との協業による「ブラウザ

ＢＯＸ」を活用したテレビで簡単に楽しめるインターネット環境の提供などに取り組みま

した。さらには、宅内外での無線ＬＡＮ接続を可能とするモバイルＷｉ‐Ｆｉ（※7）ルー

ター「光ポータブル」のレンタル提供などを開始いたしました。 

加えて、「家デジ」事業を推進するにあたって重要となるサポートサービスについては、

リモートサポートサービスの拡充やホーム系サポートサービスの充実を目的としたフィー

ルドトライアル（岡山県真庭市様）の実施などに取り組みました。 

さらに、「フレッツ 光ネクスト」及び「ひかり電話」を利用し遠隔地間を繋ぐ、新たな

演奏環境ソリューションの提供をヤマハ株式会社様との協業により行ないました。 

また、アライアンスという観点では、オムロン株式会社様との協業による「エネルギー

見える化システム」（※8）を活用した新たな環境ソリューションの提供も行なう等、幅広い

分野の事業者様との連携による新たなサービスの創出に向けた取り組みにも注力いたしま

した。 

一方、平成 22 年 11 月には、ＰＳＴＮ（※9）のマイグレーション（※10）に関する概括

的展望について公表しました。ＰＳＴＮからＩＰ網へのマイグレーションについては、Ｉ

Ｐ系サービスへの需要のシフト及びＰＳＴＮ交換機の寿命などを勘案し、概ね 10 年後の

平成 32 年頃から開始し、平成 37 年頃に完了することを想定しています。ＰＳＴＮからＩ

Ｐ網へのマイグレーションにあたり、一部提供を終了するサービスがありますが、お客様

への十分な周知期間を取ったうえで、お客様対応を実施します。なお、ＰＳＴＮからＩＰ

網にマイグレーションした後も、お客様がＰＳＴＮでご利用いただいている基本的なサー

ビスを継続してご利用可能とすることはもとより、今後とも引き続きＩＰベースのサービ

スを拡充し、お客様の利便性向上に努めることにより、ＩＰ・ブロードバンドの普及拡大

を図っていきたいと考えております。 

 

〈2〉ソリューションビジネスの取り組み 

大規模並びに中小事業所様向けの取り組みとしては、公共・民需の各分野に対し、業界

の特性や動向を踏まえた業界特化型のソリューションを中心に、ＩＣＴをより活用して地

域のお客様に喜んでいただけるよう、効率的かつ効果的な営業活動を展開しました。 

自治体様向けとしては、平成 21 年度補正予算を活用した各自治体様ブロードバンド整備

案件について、ＩＲＵ（※11）契約によるブロードバンドサービスの提供（フレッツ 光ネ

クスト、フレッツ 光マイタウン ネクストの提供地域拡大）に、積極的に取り組んだほか、

兵庫県篠山市で国土交通省の平成 22 年度モビリティサポートモデル事業である、「歩行支

援システム」の実証実験、総務省の「環境負荷軽減型地域ＩＣＴシステム基盤確立事業」

である「福岡県北九州市におけるＩＣＴの技術仕様の検証のための地域実証」の実証実験

など、実証実験を通して得られる知見とノウハウを今後に活かすべく政府・自治体様と連

携して取り組みました。 

コンタクトセンタビジネスでは、景気低迷によるコスト削減や業務効率化ニーズを捉え、

グループ一体となって積極的に推進し、グループ総収入の維持拡大に努めたほか、一方で
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は、クラウドビジネス市場の拡大とお客様からのサービス提案要請に応えるため、クラウ

ドビジネスに本格参入することとし、自治体様・企業様向けのクラウドサービスをライン

ナップのうえ、名称を「Ｂｉｚひかりクラウド」として平成 23 年 3 月 9 日よりサービス提

供を開始し、クラウド推進体制の強化に向けて取り組みました。 

また、企業様向けＶＰＮサービス拡充の取り組みとして、「フレッツ・ＶＰＮ ゲート」

については、1Ｇｂｐｓ品目における「デュアルクラス」の追加、100Ｍｂｐｓ品目への「フ

レッツ 光ネクスト ビジネスタイプ」等の高速タイプに対応したメニューの提供、同じく

「フレッツ・ＶＰＮ ワイド」については、「光ネクスト ビジネスタイプ」、及び「ハイス

ピードタイプ」、「エクスプレスタイプ」に対応した新たなプランを提供いたしました。 

その他、事業所様向けサービス拡充の取り組みとしては、中堅・中小事業所の「フレッ

ツ 光ネクスト」ユーザ様向けに、複数台のパソコンのセキュリティ設定を一括で管理でき

る「セキュリティ対策管理ツール」を提供開始したほか、オフィス内の情報機器等におけ

るお客様サポート（故障、トラブル等）のワンストップ（※12）化に向けた相互協力体制の

構築（サポート連携）について、富士ゼロックス株式会社様、続いてシャープドキュメン

トシステム株式会社様とも連携を開始するなど、更なるサポートサービスの充実に向けて

取り組みました。 

 

〈3〉事業運営体制の状況等 

ＮＴＴ西日本グループにおける情報セキュリティの横断的マネジメントを実施する情

報セキュリティ推進部を本社組織として平成 22 年 4 月に設置するとともに、子会社であ

る各地域会社においても情報セキュリティについてマネジメントを担う情報セキュリテ

ィ推進担当を平成 22 年 7 月に設置し、セキュリティ体制の強化を実施いたしました。 

また、設備事故の未然防止の取り組みとして、平成 22 年ＡＰＥＣ大臣会合に伴う万全

の保守態勢の構築･維持に取り組んだほか、「ビジネスイーサ ワイド」や「フレッツ・ソ

フト配信サービス」の故障発生を想定したサービス復旧措置演習や影響度が広範かつ甚大

となる電力装置故障時を想定した故障処理措置演習など、ＩＰ系サービスの運用力強化に

向けた様々な実践的演習等に取り組みました。 

その他、お客様のお問い合わせに対して専門のオペレーターによる様々なサポートを提

供することでご好評をいただいている、「リモートサポートサービス」の需要増に伴う対

応策として、新たにリモートサポートセンタ（3センタ：東海センタ・大阪センタ・岡山

センタ）を運用開始し、多様化する情報端末機器やサービスに応じたサポートを提供する

とともに、本サービスの更なる充実に取り組みました。 

黒字経営の維持に向けたコストコントロールの徹底については、光サービス工事の更な

る効率化として、マンション系（ＶＤＳＬ方式）オーダーの無派遣工事を推進し、廃止工

事については約 9割、開通工事についても 7割を越える工事を無派遣で実施したほか、低

利用公衆電話廃止の推進やシステムの機能改善等による故障受付･修理業務などお客様受

付業務の効率化に努めました。 

 

〈4〉ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

情報通信産業の責任ある担い手として、最高のサービスと信頼を提供し、“コミュニケー

ション”を通じて、人と社会と地球がつながる安心･安全で豊かな社会の実現に貢献してい

くことを謳った、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成 18 年 6 月制定）を基本に、「コンプ

ライアンスの徹底」「安心・安全な社会づくり」「事業を通じた価値創造」という 3つの項
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目を柱とする「ＣＳＲ活動方針」を新たに策定するとともに、「視える化」指標を策定し、

社員一人ひとりが法令等遵守や環境負荷軽減に向けた取り組み、並びに安心・安全な通信

インフラの提供による信頼の維持・向上に努めました。 

「コンプライアンスの徹底」については、個人情報保護、適正な広告表示、労働者派遣

をはじめとした各種法令等の遵守はもとより、公正競争条件の厳格な確保に向け、継続し

た取り組みを行いました。特に、情報セキュリティに関しては、総務省に提出した業務改

善計画に基づき、顧客情報管理システムの見直し、他事業者情報の営業部門からの隔絶、

他事業者情報の適正利用の確保に向けた体制整備、規程類の見直し、研修等による規範意

識の強化、自主点検の充実及び監査の強化等に取り組みました。 

環境負荷低減に向けては、平成 22 年 4 月に制定した「ＮＴＴグループ省エネ性能ガイド

ライン」に基づく、事業活動に伴うＣＯ２排出量削減に取り組んだほか、兵庫支店におけ

る「エコオフィストライアル」で得た知見を基に、平成 22 年 8 月にエコオフィスガイドラ

インを制定しＮＴＴ西日本グループに展開するとともに、環境負荷低減に役立つＩＣＴソ

リューションを活用して新しいワークスタイルを実践、提案するモデルオフィスを 3ブロ

ックに構築しました。 

また、ＮＴＴグループ環境ビジョン（ＴＨＥ ＧＲＥＥＮ ＶＩＳＩＯＮ ２０２０）

が公表されたことを踏まえ、従来の自責電力使用量目標を定めた環境グランドデザインに、

総電力使用量目標、お客様宅内機器の消費電力削減目標、廃棄物削減目標、紙使用量削減

目標を新たに追加するとともに、生物多様性保全の取り組み強化を目的に「ＮＴＴ西日本

グループ地球環境憲章」及び「環境指針」に生物多様性保全に関する項目を追加する改正

を行いました。 

これらＣＳＲの取り組みについて、ＮＴＴグループＣＳＲ憲章の理念を浸透させつつ、

グループ一体となったＣＳＲ活動の一層の推進や環境経営の強化に努めるとともに、「ＮＴ

Ｔ西日本グループＣＳＲ報告書２０１０」を発行し、ステークホルダーへの情報開示にも

積極的に取り組みました。 

更に、平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災では、震災による通信被害等に伴い、グル

ープ会社との連携を図りつつ復旧支援に当たりました。これまでに、通信施設の電源確保

のための移動電源車派遣や被災者等の通信手段確保のためのポータブル衛星電話装置等に

よる特設公衆電話の設置支援を行うと伴に、お客様回線の復旧に向けた現地調査や通信ケ

ーブル類等の復旧作業等に継続的に取り組んでおり、グループ及び協力会社の延べ 1,000

名の社員等を被災地へ派遣し支援施策を実施しております。 

 

〈5〉営業収益等 

以上の取り組みの結果、営業収益は 1兆 7,580 億円（前年同期比 1.3%減）、営業利益は

496 億円（前年同期比 168.7％増）、経常利益は 630 億円（前年同期比 107.9％増）、当期純

利益は 490 億円（前年同期比 97.6％増）となりました。 

 

※1：インターネットなどの情報ネットワークに、いつでも、どこからでもアクセスできる環境のこと。「遍在する。

同時に、いたるところに、存在する。」という意味のラテン語を語源としている。 

※2：Next Generation Network の略。次世代ネットワーク。 

※3：「フレッツ 光ネクスト」、「フレッツ・光プレミアム」及び「Ｂフレッツ」の総称。 

※4：インターネットの活用支援情報の提供、ネットのトラブルにメールと電話でお応えするサポートや、毎月ポ

イントを貯めて特典と交換もできる NTT 西日本の会員制プログラム。 
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※5：ＮＴＴ西日本の提供する電気通信サービス「フレッツ 光ネクスト」または「フレッツ・光プレミアム」、「フレッ

ツ・テレビ伝送サービス」及び株式会社オプティキャストが提供する放送サービス「オプティキャスト施設利

用サービス」のご契約により、地上放送（デジタル／アナログ）とＢＳ放送（デジタル／アナログ）等が受信

できるようになるサービス。 

※6：ICT は、情報通信技術を表す言葉。ホーム ICT とは、家電などをネットワークにつなぐことでより豊かで便

利な暮らしを実現するサービスのこと。 

※7：Wireless Fidelity の略。相互接続を保証する無線 LAN の名称、ブランド名。無線 LAN 規格である IEEE 

802.11 対応製品の普及促進と相互接続性のテストを行うための業界団体「Wi-Fi Alliance」が策定し、認

定を行っている。 

※8：工場や事務所・店舗等で消費している電力を計測及び表示するシステムで、エネルギーの一元管理及

び運用コストの低減に活用が可能。 

※9：Public Switched Telephone Networks の略。公衆交換電話網、一般の加入電話回線ネットワーク。 

※10：移行すること。NTTの「マイグレーション」には、上記PSTNからＩＰ網へのマイグレーションやメタルから光

へのマイグレーションの他、旧 IP 網から新 IP 網（NGN）へのマイグレーション（2012 年度末までに実施予

定）がある。 

※11：Indefeasible Right of User の略。破棄し得ない所有権。電気通信設備等を長期安定的に使用できる権

利。IRU 事業者の役割は、自治体様と IRU 契約を締結し、自治体様が整備したブロードバンド設備を

用いて自治体様が指定した仕様を満たすブロードバンドサービスを提供し、その運用保守を行い長期安

定的にサービス提供すること。 

※12：様々な手続きを 1 ヶ所で一括して処理すること。  

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産 　

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ５２１，０７５ ５１２，７９４ △ ８，２８０

　　　　空中線設備 ８，４６６ ７，６０７ △ ８５８

　　　　端末設備 ２０，８１３ ２１，３４３ ５２９

　　　　市内線路設備 ８３８，８４３ ８６２，７２６ ２３，８８３

　　　　市外線路設備 ３，５５１ ２，９８４ △ ５６６

　　　　土木設備 ５８６，８０２ ５８０，９３０ △ ５，８７１

　　　　海底線設備 ２，３９６ １，９７７ △ ４１８

　　　　建物 ４３２，４４１ ４１７，３４２ △ １５，０９９

　　　　構築物 １５，４３６ １５，１１９ △ ３１６

　　　　機械及び装置 １，２３０ １，０７４ △ １５６

　　　　車両及び船舶 ２２８ １８０ △ ４７

　　　　工具、器具及び備品 ３５，５７０ ３３，２４４ △ ２，３２５

　　　　土地 １７８，８９６ １７７，２８８ △ １，６０８

　　　　リース資産 ５，０７６ ２，９４７ △ ２，１２９

　　　　建設仮勘定 ３２，５７４ ２５，００１ △ ７，５７３

　　　　有形固定資産合計 ２，６８３，４０３ ２，６６２，５６４ △ ２０，８３９

　　　無形固定資産 ９６，６８８ ８３，８７２ △ １２，８１６

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，７８０，０９１ ２，７４６，４３６ △ ３３，６５５

　　　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 ３，９４４ ３，７４２ △ ２０２

　　　　関係会社株式 ４３，９８１ ４３，９８１ －

　　　　出資金 ２ ２５２ ２４９

　　　　長期前払費用 ３，０２６ ３，１９３ １６７

　　　　繰延税金資産 １４５，９５３ １２５，１２０ △ ２０，８３２

　　　　その他の投資及びその他の資産 ８，１１３ ８，３６４ ２５１

　　　　貸倒引当金 △ ５１６ △ ３９３ １２２

　　　　投資その他の資産合計 ２０４，５０５ １８４，２６１ △ ２０，２４４

　　固定資産合計 ２，９８４，５９７ ２，９３０，６９８ △ ５３，８９９

　流動資産

　　現金及び預金 １２４，０６５ １３０，３１３ ６，２４７

　　受取手形 １７ １９８ １８０

　　売掛金 ２８０，９４６ ２７２，９９４ △ ７，９５１

　　未収入金 １４，８１１ ２３，０６６ ８，２５４

　　有価証券 ６ ６ －

　　貯蔵品 ２４，１０２ ２９，９３５ ５，８３３

　　前渡金 １，６５５ ２，４９７ ８４２

　　前払費用 ５，８４３ ６，０４９ ２０６

　　繰延税金資産 ３，６９１ ４，０３１ ３４０

　　その他の流動資産 ２０，１４１ １０，１６０ △ ９，９８１

　　貸倒引当金 △ ２，３９９ △ ２，２２０ １７８

　　流動資産合計 ４７２，８８２ ４７７，０３２ ４，１５０

　資産合計 ３，４５７，４７９ ３，４０７，７３１ △ ４９，７４８

 ２．比較貸借対照表 

（平成22年３月31日） （平成23年３月31日）
科 目

第 11 期 第 12 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ９６６，５２７ ９５４，０９９ △ １２，４２８

　　リース債務 ５，６０５ ３，９７２ △ １，６３２

　　退職給付引当金 ２９６，００１ ２５８，０４９ △ ３７，９５１

　　ポイントサービス引当金 － ４，８１５ ４，８１５

　　未使用テレホンカード引当金 １４，５６０ １４，２８０ △ ２８０

　　資産除去債務 － ４３６ ４３６

　　その他の固定負債 １２，４５５ １１，４１０ △ １，０４５

　　固定負債合計 １，２９５，１４９ １，２４７，０６４ △ ４８，０８５

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １５１，１７０ １４２，４２８ △ ８，７４２

　　買掛金 ８４，５４６ ７０，２９７ △ １４，２４９

　　短期借入金 － ２３，０００ ２３，０００

　　リース債務 １，８９１ １，８３８ △ ５２

　　未払金 ２３５，７２５ ２３３，８１８ △ １，９０６

　　未払費用 １７，２５８ １７，３３４ ７５

　　未払法人税等 １，０９３ ６７４ △ ４１９

　　前受金 ５，３８２ ３，４３１ △ １，９５１

　　預り金 ９４，３５９ ９６，９０８ ２，５４８

　　前受収益 ９４ １０７ １３

　　その他の流動負債 ６３，１６７ ３９，２３５ △ ２３，９３１

　　流動負債合計 ６５４，６９０ ６２９，０７３ △ ２５，６１６

　負債合計 １，９４９，８３９ １，８７６，１３７ △ ７３，７０２

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３１２，０００ ３１２，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　　資本剰余金合計 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 ２５，５２９ ４９，６１１ ２４，０８２

　　　利益剰余金合計 ２５，５２９ ４９，６１１ ２４，０８２

　　株主資本合計 １，５０７，５８３ １，５３１，６６５ ２４，０８２

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ５６ △ ７２ △ １２９

　　評価・換算差額等合計 ５６ △ ７２ △ １２９

　純資産合計 １，５０７，６４０ １，５３１，５９３ ２３，９５３

負債・純資産合計 ３，４５７，４７９ ３，４０７，７３１ △ ４９，７４８

科 目
（平成22年３月31日） （平成23年３月31日）

第 11 期 第 12 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，６２２，１６３ １，５９７，３６２ △ ２４，８００

　営業費用

　　営業費 ４１２，３９４ ４０９，３８５ △ ３，００８

　　運用費 １６，２９５ １５，２６８ △ １，０２６

　　施設保全費 ４１５，６６４ ３９９，７２９ △ １５，９３４

　　共通費 ７４，１９９ ７０，８４２ △ ３，３５７

　　管理費 １０１，５５１ ９３，６６９ △ ７，８８１

　　試験研究費 ５０，３８１ ４９，２５７ △ １，１２４

　　減価償却費 ３８１，７５３ ３６７，０５２ △ １４，７００

　　固定資産除却費 ４２，８６３ ４４，９７３ ２，１０９

　　通信設備使用料 ３５，７６７ ３２，３７９ △ ３，３８８

　　租税公課 ６７，１２２ ６６，２６７ △ ８５５

　　営業費用合計 １，５９７，９９３ １，５４８，８２４ △ ４９，１６８

　電気通信事業営業利益 ２４，１６９ ４８，５３７ ２４，３６７

附帯事業営業損益

　営業収益 １５８，６５８ １６０，６９６ ２，０３７

　営業費用 １６４，３５２ １５９，５８７ △ ４，７６４

　附帯事業営業利益又は
　附帯事業営業損失（△）

△ ５，６９３ １，１０８ ６，８０２

営業利益 １８，４７５ ４９，６４６ ３１，１７０

営業外収益

　受取利息 ７ ４ △ ２

　有価証券利息 １ １ △ ０

　受取配当金 １，４３４ ２，１５１ ７１６

　物件貸付料 ４０，７３０ ４３，４９５ ２，７６４

　雑収入 ８，９８８ ４，１８３ △ ４，８０５

　営業外収益合計 ５１，１６３ ４９，８３５ △ １，３２７

営業外費用

　支払利息 １７，２２５ １６，３８３ △ ８４２

　物件貸付費用 １５，６９５ １４，６４８ △ １，０４６

　雑支出 ６，３７９ ５，３７９ △ ９９９

　営業外費用合計 ３９，３００ ３６，４１２ △ ２，８８８

経常利益 ３０，３３８ ６３，０６９ ３２，７３１

税引前当期純利益 ３０，３３８ ６３，０６９ ３２，７３１

法人税、住民税及び事業税 １，７４０ △ ６，５６４ △ ８，３０５

法人税等調整額 ３，７５３ ２０，５４８ １６，７９４

当期純利益 ２４，８４４ ４９，０８５ ２４，２４１

 ３．比較損益計算書 

平成22年４月１日から平成21年４月１日から
平成23年３月31日まで

第 11 期 第 12 期

増 減 （ △ ）
平成22年３月31日まで
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前事業年度  （自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） （単位　百万円）

前期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 13,689 13,689 1,495,743 411 411 1,496,155

当期変動額          

剰余金の配当    △ 13,004 △ 13,004 △ 13,004   △ 13,004

当期純利益    24,844 24,844 24,844   24,844

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      △ 355 △ 355 △ 355

当期変動額合計 - - - 11,839 11,839 11,839 △ 355 △ 355 11,484

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 25,529 25,529 1,507,583 56 56 1,507,640

当事業年度  （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） （単位　百万円）

前期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 25,529 25,529 1,507,583 56 56 1,507,640

当期変動額          

剰余金の配当    △ 25,003 △ 25,003 △ 25,003   △ 25,003

当期純利益    49,085 49,085 49,085   49,085

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      △ 129 △ 129 △ 129

当期変動額合計 - - - 24,082 24,082 24,082 △ 129 △ 129 23,953

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 49,611 49,611 1,531,665 △ 72 △ 72 1,531,593

評価・換算差額等

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

株主資本

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

株主資本

その他利益
剰余金

資本剰余金

 ４．株主資本等変動計算書 

資本金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金

利益剰余金

純資産
合計

評価・換算差額等
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ７９８，１６１ ７２９，０８５ △ ６９，０７６ △ ８．７

（再）基本料 ５５０，９８２ ５０２，７０３ △ ４８，２７９ △ ８．８

（再）通話料 ７４，９４９ ６１，８８４ △ １３，０６５ △ １７．４

（再）相互接続通話料 １１０，５２７ １０８，６９６ △ １，８３０ △ １．７

　ＩＰ系収入 ５２５，５５８ ５８２，０９５ ５６，５３６ １０．８

　専用収入（ＩＰ系除く） １４０，４２８ １３３，１０３ △ ７，３２４ △ ５．２

　電報収入 ２４，１９５ ２２，１６１ △ ２，０３３ △ ８．４

　その他の電気通信事業収入 １３３，８１８ １３０，９１６ △ ２，９０１ △ ２．２

電気通信事業営業収益合計 １，６２２，１６３ １，５９７，３６２ △ ２４，８００ △ １．５

附帯事業営業収益合計 １５８，６５８ １６０，６９６ ２，０３７ １．３

営業収益合計 １，７８０，８２１ １，７５８，０５８ △ ２２，７６３ △ １．３

 ５．営業実績 

第 11 期

平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで 平成23年３月31日まで

科 目

第 12 期
増　減　額

（△）平成22年４月１日から
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 ３０，３３８ ６３，０６９ ３２，７３１

　減価償却費 ３９４，１９１ ３７６，９９８ △ １７，１９３

　固定資産除却損 ２０，９９７ １８，６３５ △ ２，３６２

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 △ ８，６９５ △ ３７，９５１ △ ２９，２５５

　売上債権の増加（△）又は減少額 ３，６７７ ６，６４６ ２，９６９

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 ３，８１０ △ ４，８２９ △ ８，６３９

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ １，３３９ △ ６，６２６ △ ５，２８７

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 １，４９８ ５２１ △ ９７６

　その他 ４５，２０２ ２７，１４９ △ １８，０５２

　小計 ４８９，６８１ ４４３，６１４ △ ４６，０６７

　利息及び配当金の受取額 １，４４５ ２，１５７ ７１２

　利息の支払額 △ １７，７６６ △ １６，４２３ １，３４２

　法人税等の受取又は支払（△）額 ２，５７８ △ ３，０８２ △ ５，６６０

　営業活動によるキャッシュ・フロー ４７５，９３８ ４２６，２６６ △ ４９，６７２

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ３８５，５７４ △ ３７９，３９３ ６，１８１

　固定資産の売却による収入 ２，４５６ ３，４３４ ９７８

　投資有価証券等の取得による支出 △ ４２９ △ ２５０ １７９

　投資有価証券等の売却による収入 ４５０ １３ △ ４３７

　その他 ４９４ △ ４３６ △ ９３０

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３８２，６０３ △ ３７６，６３１ ５，９７２

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 １４０，０００ １３０，０００ △ １０，０００

　長期借入金の返済による支出 △ １５８，３３３ △ １５１，１７０ ７，１６２

　短期借入による増減（△）額 △ ２５，９９４ △ ３，９９９ ２１，９９４

　リース債務の返済による支出 △ ８，９５１ △ １，８６８ ７，０８２

　配当金の支払額 △ １３，００４ △ ２５，００３ △ １１，９９９

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ６６，２８３ △ ５２，０４３ １４，２３９

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 ２７，０５１ △ ２，４０９ △ ２９，４６０

現金及び現金同等物の期首残高 １０６，４７０ １３３，５２２ ２７，０５１

現金及び現金同等物の期末残高 １３３，５２２ １３１，１１３ △ ２，４０９

平成22年３月31日まで 平成23年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 11 期 第 12 期

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目 平成21年４月１日から 平成22年４月１日から

-11-


